
 

 

 

 

 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第２７号 

 

   令和５年度筑西市後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和５年度筑西市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，６９５，０８５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

   令和５年２月２２日提出 

        筑西市長 須 藤   茂 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第２７号 

 

   令和５年度筑西市後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和５年度筑西市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，６９５，０８５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

   令和５年２月２２日提出 

        筑西市長 須 藤   茂 
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第１表
歳    入 （単位：千円）

 1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 1,069,022

 1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 1,069,022

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 1

 1 手 数 料 1

 3 繰 入 金 1,608,213

 1 一 般 会 計 繰 入 金 1,608,213

 4 繰 越 金 1

 1 繰 越 金 1

 5 諸 収 入 17,848

 1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 300

 3 預 金 利 子 1

 4 受 託 事 業 収 入 14,496

 5 雑 入 3,051

　　　　　　　　　　　歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 2,695,085

款 項 金　　　　　　額

歳　　入　　歳　　出　　予　　算

歳　　出（単位：千円）

 1総務費115,968

 1総務管理費110,813

 2徴収費5,155

 2後期高齢者医療広域連合納付金2,575,566

 1後期高齢者医療広域連合納付金2,575,566

 3諸支出金3,051

 1繰出金1

 2償還金及び還付加算金3,050

 4予備費500

 1予備費500

　　　　　　　　　　　歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計2,695,085

款項金　　　　　額
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第１表
歳    入（単位：千円）

 1後期高齢者医療保険料1,069,022

 1後期高齢者医療保険料1,069,022

 2使用料及び手数料1

 1手数料1

 3繰入金1,608,213

 1一般会計繰入金1,608,213

 4繰越金1

 1繰越金1

 5諸収入17,848

 1延滞金加算金及び過料300

 3預金利子1

 4受託事業収入14,496

 5雑入3,051

　　　　　　　　　　　歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計2,695,085

款項金　　　　　　額

歳　　入　　歳　　出　　予　　算

歳　　出 （単位：千円）

 1 総 務 費 115,968

 1 総 務 管 理 費 110,813

 2 徴 収 費 5,155

 2 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 2,575,566

 1 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 2,575,566

 3 諸 支 出 金 3,051

 1 繰 出 金 1

 2 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 3,050

 4 予 備 費 500

 1 予 備 費 500

　　　　　　　　　　　歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 2,695,085

款 項 金　　　　　額
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１  総  括

歳    入 （単位：千円）

前年度予算額

 1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 1,069,022 985,555 83,467

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 1 150 △149

 3 繰 入 金 1,608,213 1,522,110 86,103

 4 繰 越 金 1 1 0

 5 諸 収 入 17,848 13,962 3,886

　　　　　　　歳          入          合          計 2,695,085 2,521,778 173,307

款 本年度予算額 比　　　　較

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

歳    出（単位：千円）

 1総務費115,96894,87621,09214,496101,472

 2後期高齢者医療広域連合納付金2,575,5662,423,351152,2151,069,3211,506,245

 3諸支出金3,0513,05103,0501

 4予備費5005000500

　　歳　　　出　　　合　　　計2,695,0852,521,778173,3071,086,8671,608,218

一般財源

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源 本年度予算額前年度予算額比　　較

国県支出金地　方　債そ　の　他

款
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１  総  括

歳    入（単位：千円）

前年度予算額

 1後期高齢者医療保険料1,069,022985,55583,467

 2使用料及び手数料1150△149

 3繰入金1,608,2131,522,11086,103

 4繰越金110

 5諸収入17,84813,9623,886

　　　　　　　歳          入          合          計2,695,0852,521,778173,307

款本年度予算額比　　　　較

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

歳    出 （単位：千円）

 1 総 務 費 115,968 94,876 21,092 14,496 101,472

 2 後期高齢者医 療広域連合納付金 2,575,566 2,423,351 152,215 1,069,321 1,506,245

 3 諸 支 出 金 3,051 3,051 0 3,050 1

 4 予 備 費 500 500 0 500

　　歳　　　出　　　合　　　計 2,695,085 2,521,778 173,307 1,086,867 1,608,218

一 般 財 源

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源本年度予算額 前年度予算額 比　　較

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

款
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２  歳  入

(款)  1 後期高齢者医療保険料 (項)  1 後期高齢者医療保険料 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 1 特 別 徴 収 保 険 料 705,751 646,140 59,611  1 現 年 度 分 705,751  1 現年度分

 2 普 通 徴 収 保 険 料 363,271 339,415 23,856  1 現 年 度 分 361,271  1 現年度分

 2 滞 納 繰 越 分 2,000  1 滞納繰越分

　　　 計 1,069,022 985,555 83,467

(款)  2 使用料及び手数料 (項)  1 手数料

 1 督 促 手 数 料 1 150 △149  1 督 促 手 数 料 1  1 督促手数料

　　　 計 1 150 △149

(款)  3 繰入金 (項)  1 一般会計繰入金

 1 保険基盤安定繰入金 299,745 280,136 19,609  1 保険基盤安定繰入 299,745  1 保険基盤安定繰入金

金

 2 そ の 他 繰 入 金 1,308,468 1,241,974 66,494  1 人 件 費 繰 入 金 26,962  1 人件費繰入金

 2 事 務 費 繰 入 金 66,082  1 事務費繰入金

 3 そ の 他 繰 入 金 1,215,424  1 その他繰入金

　　　 計 1,608,213 1,522,110 86,103

(款)  4 繰越金 (項)  1 繰越金

 1 繰 越 金 1 1 0  1 前 年 度 繰 越 金 1  1 前年度繰越金

　　　 計 1 1 0

(款)  5 諸収入 (項)  1 延滞金加算金及び過料

 1 延 滞 金 300 300 0  1 延 滞 金 300  1 延滞金

　　　 計 300 300 0

(款)  5 諸収入 (項)  3 預金利子

 1 預 金 利 子 1 1 0  1 預 金 利 子 1  1 預金利子

　　　 計 1 1 0

(款)  5 諸収入 (項)  4 受託事業収入

 1 受 託 事 業 収 入 14,496 10,610 3,886  1 受 託 事 業 収 入 14,496  1 受託事業収入

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分

(款)  5 諸収入(項)  4 受託事業収入（単位：千円）

本　年　度前　年　度

予　算　額予　算　額金　　額

　　　 計14,49610,6103,886

(款)  5 諸収入(項)  5 雑入

 1雑入3,0513,0510 1雑入3,051 1広域連合償還金3,050

 2雑入1

　　　 計3,0513,0510

目比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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２  歳  入

(款)  1 後期高齢者医療保険料(項)  1 後期高齢者医療保険料（単位：千円）

本　年　度前　年　度

予　算　額予　算　額金　　額

 1特別徴収保険料705,751646,14059,611 1現年度分705,751 1現年度分

 2普通徴収保険料363,271339,41523,856 1現年度分361,271 1現年度分

 2滞納繰越分2,000 1滞納繰越分

　　　 計1,069,022985,55583,467

(款)  2 使用料及び手数料(項)  1 手数料

 1督促手数料1150△149 1督促手数料1 1督促手数料

　　　 計1150△149

(款)  3 繰入金(項)  1 一般会計繰入金

 1保険基盤安定繰入金299,745280,13619,609 1保険基盤安定繰入299,745 1保険基盤安定繰入金

金

 2その他繰入金1,308,4681,241,97466,494 1人件費繰入金26,962 1人件費繰入金

 2事務費繰入金66,082 1事務費繰入金

 3その他繰入金1,215,424 1その他繰入金

　　　 計1,608,2131,522,11086,103

(款)  4 繰越金(項)  1 繰越金

 1繰越金110 1前年度繰越金1 1前年度繰越金

　　　 計110

(款)  5 諸収入(項)  1 延滞金加算金及び過料

 1延滞金3003000 1延滞金300 1延滞金

　　　 計3003000

(款)  5 諸収入(項)  3 預金利子

 1預金利子110 1預金利子1 1預金利子

　　　 計110

(款)  5 諸収入(項)  4 受託事業収入

 1受託事業収入14,49610,6103,886 1受託事業収入14,496 1受託事業収入

目比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分

(款)  5 諸収入 (項)  4 受託事業収入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

　　　 計 14,496 10,610 3,886

(款)  5 諸収入 (項)  5 雑入

 1 雑 入 3,051 3,051 0  1 雑 入 3,051  1 広域連合償還金 3,050

 2 雑入 1

　　　 計 3,051 3,051 0

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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３  歳  出

(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位：千円）

財　　源

一般管理

費 給 料 ◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療職職員員給給与与関関係係経経費費【【医医療療保保険険課課

職員手 　　】】

当 等  2 給料

共済費  3 職員手当等

需用費  4 共済費

役務費 ◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療一一般般事事務務費費【【医医療療保保険険課課】】

委託料

使用料 10 需用費

及び賃 11 役務費

借 料 13 使用料及び賃借料

負担金 ◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療保保健健事事業業【【医医療療保保険険課課】】

補助及
(諸)受託事業収入 び交付 10 需用費

金 11 役務費

12 委託料

     健診予約受付委託料

     健康診査委託料

◎◎後後期期高高齢齢人人間間ドドッックク健健診診費費助助成成事事業業【【医医療療保保険険

　　課課】】
(諸)受託事業収入 18 負担金補助及び交付金

     人間ドック健診費助成金

◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療広広域域連連合合参参画画事事業業【【医医療療保保険険課課

　　】】

18 負担金補助及び交付金

     後期高齢者医療広域連合共通経

     費負担金

 計

目
本 年 度 前 年 度

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明特　　定　　財　　源 一　　般
区　分 金　額予 算 額 予 算 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

(款)  1 総務費(項)  2 徴収費（単位：千円）

財　　源

徴 収 費

需用費◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療徴徴収収事事務務費費【【医医療療保保険険課課】】

役務費
(使)督促手数料委託料11 役務費

12 委託料

     公金収納情報作成委託料

◎◎住住民民情情報報シシスステテムム（（後後期期高高齢齢者者医医療療保保険険料料））運運

　　営営経経費費【【医医療療保保険険課課】】

10 需用費

12 委託料

     後期高齢者医療保険電算処理委

     託料

     後期高齢者医療保険（収納消込

     ）電算処理委託料

 計

(款)  2 後期高齢者医療広域連合納付金(項)  1 後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢

者医療広負担金◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療給給付付費費納納付付金金【【医医療療保保険険課課】】

域連合納補助及

付　　金び交付18 負担金補助及び交付金

金     後期高齢者医療給付費納付金

◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療保保険険料料納納付付金金【【医医療療保保険険課課】】

(後)現年度分18 負担金補助及び交付金
(後)滞納繰越分     後期高齢者医療保険料納付金

保険基盤

安定納付

金

目
本 年 度前 年 度

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳節

説　　　　　　　明 特　　定　　財　　源一　　般
区　分金　額 予 算 額予 算 額国県支出金地方債その他
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３  歳  出

(款)  1 総務費(項)  1 総務管理費（単位：千円）

財　　源

一般管理

費給料◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療職職員員給給与与関関係係経経費費【【医医療療保保険険課課

職員手　　】】

当等 2 給料

共済費 3 職員手当等

需用費 4 共済費

役務費◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療一一般般事事務務費費【【医医療療保保険険課課】】

委託料

使用料10 需用費

及び賃11 役務費

借料13 使用料及び賃借料

負担金◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療保保健健事事業業【【医医療療保保険険課課】】

補助及
(諸)受託事業収入び交付10 需用費

金11 役務費

12 委託料

     健診予約受付委託料

     健康診査委託料

◎◎後後期期高高齢齢人人間間ドドッックク健健診診費費助助成成事事業業【【医医療療保保険険

　　課課】】
(諸)受託事業収入18 負担金補助及び交付金

     人間ドック健診費助成金

◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療広広域域連連合合参参画画事事業業【【医医療療保保険険課課

　　】】

18 負担金補助及び交付金

     後期高齢者医療広域連合共通経

     費負担金

 計

目
本 年 度前 年 度

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳節

説　　　　　　　明 特　　定　　財　　源一　　般
区　分金　額 予 算 額予 算 額国県支出金地方債その他

(款)  1 総務費 (項)  2 徴収費 （単位：千円）

財　　源

徴 収 費

需用費 ◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療徴徴収収事事務務費費【【医医療療保保険険課課】】

役務費
(使)督促手数料 委託料 11 役務費

12 委託料

     公金収納情報作成委託料

◎◎住住民民情情報報シシスステテムム（（後後期期高高齢齢者者医医療療保保険険料料））運運

　　営営経経費費【【医医療療保保険険課課】】

10 需用費

12 委託料

     後期高齢者医療保険電算処理委

     託料

     後期高齢者医療保険（収納消込

     ）電算処理委託料

 計

(款)  2 後期高齢者医療広域連合納付金 (項)  1 後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢

者医療広 負担金 ◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療給給付付費費納納付付金金【【医医療療保保険険課課】】

域連合納 補助及

付　　金 び交付 18 負担金補助及び交付金

金      後期高齢者医療給付費納付金

◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療保保険険料料納納付付金金【【医医療療保保険険課課】】

(後)現年度分 18 負担金補助及び交付金
(後)滞納繰越分      後期高齢者医療保険料納付金

保険基盤

安定納付

金

目
本 年 度 前 年 度

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明特　　定　　財　　源 一　　般
区　分 金　額予 算 額 予 算 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他
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(款)  2 後期高齢者医療広域連合納付金 (項)  1 後期高齢者医療広域連合納付金 （単位：千円）

財　　源

負担金 ◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療保保険険基基盤盤安安定定納納付付金金【【医医療療保保険険

補助及 　　課課】】

び交付 18 負担金補助及び交付金

金      後期高齢者医療保険基盤安定納

     付金

延滞金納

付　　金 負担金 ◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療延延滞滞金金納納付付金金【【医医療療保保険険課課】】

補助及
(諸)延滞金 び交付 18 負担金補助及び交付金

金      後期高齢者医療延滞金納付金

 計

(款)  3 諸支出金 (項)  1 繰出金

一般会計

繰 出 金 繰出金 ◎◎一一般般会会計計繰繰出出金金【【医医療療保保険険課課】】

27 繰出金

     一般会計繰出金

 計

(款)  3 諸支出金 (項)  2 償還金及び還付加算金

保険料還

付　　金 償還金 ◎◎保保険険料料還還付付金金【【医医療療保保険険課課】】
(諸)過年度償還分 利子及 22 償還金利子及び割引料
(諸)還付加算金分 び割引      後期高齢者医療保険料還付金

料      還付加算金

 計

(款)  4 予備費 (項)  1 予備費

予 備 費

予備費 ◎◎予予備備費費【【医医療療保保険険課課】】

目
本 年 度 前 年 度

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明特　　定　　財　　源 一　　般
区　分 金　額予 算 額 予 算 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

(款)  4 予備費(項)  1 予備費（単位：千円）

財　　源

29 予備費

 計

目
本 年 度前 年 度

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳節

説　　　　　　　明 特　　定　　財　　源一　　般
区　分金　額 予 算 額予 算 額国県支出金地方債その他
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(款)  2 後期高齢者医療広域連合納付金(項)  1 後期高齢者医療広域連合納付金（単位：千円）

財　　源

負担金◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療保保険険基基盤盤安安定定納納付付金金【【医医療療保保険険

補助及　　課課】】

び交付18 負担金補助及び交付金

金     後期高齢者医療保険基盤安定納

     付金

延滞金納

付　　金負担金◎◎後後期期高高齢齢者者医医療療延延滞滞金金納納付付金金【【医医療療保保険険課課】】

補助及
(諸)延滞金び交付18 負担金補助及び交付金

金     後期高齢者医療延滞金納付金

 計

(款)  3 諸支出金(項)  1 繰出金

一般会計

繰 出 金繰出金◎◎一一般般会会計計繰繰出出金金【【医医療療保保険険課課】】

27 繰出金

     一般会計繰出金

 計

(款)  3 諸支出金(項)  2 償還金及び還付加算金

保険料還

付　　金償還金◎◎保保険険料料還還付付金金【【医医療療保保険険課課】】
(諸)過年度償還分利子及22 償還金利子及び割引料
(諸)還付加算金分び割引     後期高齢者医療保険料還付金

料     還付加算金

 計

(款)  4 予備費(項)  1 予備費

予 備 費

予備費◎◎予予備備費費【【医医療療保保険険課課】】

目
本 年 度前 年 度

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳節

説　　　　　　　明 特　　定　　財　　源一　　般
区　分金　額 予 算 額予 算 額国県支出金地方債その他

(款)  4 予備費 (項)  1 予備費 （単位：千円）

財　　源

29 予備費

 計

目
本 年 度 前 年 度

比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明特　　定　　財　　源 一　　般
区　分 金　額予 算 額 予 算 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他
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(1) 総括

ア　会計年度任用職員以外の職員

備考　（　　）内は、短時間勤務職員外書き

14,264 9,834 24,098

4

)( 4

)(

1,080 20

管理職
手　当

比　較 0 0

前年度 120

給　与　費　明　細　書（後期高齢者医療）

本年度 13,368 9,284 22,652 4,310 26,962

１　一　般　職

（単位：千円）

区　分 職員数（人）
給　　　　　　　与　　　　　　　費

共　済　費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料 職員手当 計

4,504 28,602

)( 4

4

比　較 △ 896 △ 550 △ 1,446 △ 194 △ 1,640)(

)(前年度

（単位：千円）

0

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

宿日直
手　当

△ 550

5,416 405 180 1,805 9,284

合　　計

本年度 120 258

退職手当

職員手当 計

180 1,926

0 20

1,080

△ 422 △ 27 0

単身赴任
手　当

期末・勤勉
手　　　当

地域手当 児童手当

（単位：千円）

9,8345,838 432

△ 121

区　分 職員数（人）
給　　　　　　　与　　　　　　　費

共　済　費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料

本年度 13,368 9,284 22,652 4,310 26,962

258

前年度 14,264 9,834 24,098 4,504 28,602

比　較 △ 896 △ 550 △ 1,446 △ 194 △ 1,6400)(

（単位：千円）

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

宿日直
手　当

5,416 405 180 1,805 9,284

合　　計

本年度 120 258 1,080 20

管理職
手　当

単身赴任
手　当

期末・勤勉
手　　　当

地域手当 児童手当 退職手当

180 1,926 9,834

比　較 0 0 0 20

5,838 432前年度 120 258 1,080

△ 550△ 121△ 422 △ 27 0

イ　会計年度任用職員

備考　（　　）内は、短時間勤務職員外書き

比　較

単身赴任
手　当

期末手当

前年度

（単位：千円）

職員手当
の 内 訳

区　分扶養手当住居手当通勤手当
特殊勤務
手　　当

地域手当児童手当退職手当合　　計

本年度

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

宿日直
手　当

管理職
手　当

比　較()

前年度()

本年度()

（単位：千円）

区　分職員数（人）
給　　　　　　　与　　　　　　　費

共　済　費合　　計備　　考
報　　酬給　　料職員手当計
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(1) 総括

ア　会計年度任用職員以外の職員

備考　（　　）内は、短時間勤務職員外書き

14,2649,83424,098

4

) (4

) (

1,08020

管理職
手　当

比　較00

前年度120

給　与　費　明　細　書（後期高齢者医療）

本年度13,3689,28422,6524,31026,962

１　一　般　職

（単位：千円）

区　分職員数（人）
給　　　　　　　与　　　　　　　費

共　済　費合　　計備　　考
報　　酬給　　料職員手当計

4,50428,602

) (4

4

比　較△ 896△ 550△ 1,446△ 194△ 1,640 ) (

) ( 前年度

（単位：千円）

0

職員手当
の 内 訳

区　分扶養手当住居手当通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

宿日直
手　当

△ 550

5,4164051801,8059,284

合　　計

本年度120258

退職手当

職員手当計

1801,926

020

1,080

△ 422△ 270

単身赴任
手　当

期末・勤勉
手　　　当地域手当児童手当

（単位：千円）

9,834 5,838432

△ 121

区　分職員数（人）
給　　　　　　　与　　　　　　　費

共　済　費合　　計備　　考
報　　酬給　　料

本年度13,3689,28422,6524,31026,962

258

前年度14,2649,83424,0984,50428,602

比　較△ 896△ 550△ 1,446△ 194△ 1,640 0 ) (

（単位：千円）

職員手当
の 内 訳

区　分扶養手当住居手当通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

宿日直
手　当

5,4164051801,8059,284

合　　計

本年度1202581,08020

管理職
手　当

単身赴任
手　当

期末・勤勉
手　　　当地域手当児童手当退職手当

1801,9269,834

比　較00020

5,838432 前年度1202581,080

△ 550 △ 121 △ 422△ 270

イ　会計年度任用職員

備考　（　　）内は、短時間勤務職員外書き

比　較

単身赴任
手　当

期末手当

前年度

（単位：千円）

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

地域手当 児童手当 退職手当 合　　計

本年度

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

宿日直
手　当

管理職
手　当

比　較 ( )

前年度 ( )

本年度 ( )

（単位：千円）

区　分 職員数（人）
給　　　　　　　与　　　　　　　費

共　済　費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料 職員手当 計
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額
（千円） （千円）

給　　料 △ 896 1)　給与改定に伴う増減分 72 給与改定に伴うもの

2)　昇給に伴う増加分 214 昇給昇格等に伴うもの

3)　その他の増減分 △ 1,182 職員の異動等に伴うもの

職員手当 △ 550 1)　制度改正に伴う増減分 144 制度改正に伴うもの

2)　その他の増減分 △ 694 職員の異動等に伴うもの

備考　会計年度任用職員以外の給料及び職員手当の増減額の明細

増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　考

(3)　給料及び職員手当の状況

イ　初任給の状況

高 校 卒

大 学 卒

385,714 平均給与月額

平均年齢（歳）

平均年齢（歳）

ア　職員１人当たり給与

一般行政職技能労務職
一般行政職

令和５年１月１日現在

国　　　の　　　制　　　度

平均給料月額（円）

区　　分

（単位：円）

（円）

技能労務職

39.11 

平均給与月額（円）

151,900 

185,200 185,200 

154,600 151,900 154,600 

※平均給与月額＝給料月額＋職員手当（期末・勤勉手当、児童手当、退職手当を除く。）

区　　　　　　　　　分一 般 行 政 職技 能 労 務 職

277,325 平均給料月額（円）

330,550 令和４年１月１日現在

295,900 

36.02 
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分増　減　額
（千円）（千円）

給　　料△ 896 1)　給与改定に伴う増減分72 給与改定に伴うもの

2)　昇給に伴う増加分214 昇給昇格等に伴うもの

3)　その他の増減分△ 1,182 職員の異動等に伴うもの

職員手当△ 550 1)　制度改正に伴う増減分144 制度改正に伴うもの

2)　その他の増減分△ 694 職員の異動等に伴うもの

備考　会計年度任用職員以外の給料及び職員手当の増減額の明細

増　減　事　由　別　内　訳説　　　　　　　明備　　　　　　　　　　　　　　考

(3)　給料及び職員手当の状況

イ　初任給の状況

高 校 卒

大 学 卒

385,714 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 （歳）

平 均 年 齢 （歳）

ア　職員１人当たり給与

一般行政職 技能労務職
一般行政職

令和５年１月１日現在

国　　　の　　　制　　　度

平 均 給 料 月 額 （円）

区　　分

（単位：円）

（円）

技能労務職

39.11 

平 均 給 与 月 額 （円）

151,900 

185,200 185,200 

154,600 151,900 154,600 

※平均給与月額＝給料月額＋職員手当（期末・勤勉手当、児童手当、退職手当を除く。）

区　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

277,325 平 均 給 料 月 額 （円）

330,550 令和４年１月１日現在

295,900 

36.02 
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ウ　級別職員数(代表的な職種）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

就業規則 １級

２級

３級

４級

５級

５級

６級

７級

８級

 
 

  

行 政 職 １級

２級

３級

４級

 
 

  
 

 
 
 
 

 
  

 
 

  
 

 
 

 

 
 

  

計
  

   

4 100.0
 

  

計
  

８級

  
  

令和４年１月１日 1 25.0  

現　　 　　在   
  

５級

６級

７級

 
  

2 50.0

  

1 25.0

  

  

  
  

計
  

令和５年１月１日 1 25.0  

計
  

4 100.0
  

５級
   

 

現　　 　　在   
  

   
 
1 25.0
  

３級

４級

３級

４級
 
 

  

 
  
 

 

25.0
  
 

 1
 
1

就業規則 １級

２級

 

 

 
 

 
行 政 職 １級

２級
 

 

25.0

区　　　　分

一　　般　　行　　政　　職 技　　能　　労　　務　　職

級
職員数 構成比

級
職員数 構成比

(人） (％）(％） (人）

一般行政職の場合

行政職給料表

１級一般行政職技能労務職

２級職   員   数（Ａ）（人）44

３級昇給に係る職員数（Ｂ）（人）33

４級２号給（人）

５級３号給（人）

６級４号給（人）33

７級（％）75.0%75.0%

８級職   員   数（Ａ）（人）44

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）44

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）44

（％）100.0100.0

代表的な職種

エ　昇給

合　計 区　　　分

係長

課長補佐

課長・副参事

次長・参事

部長・理事

（級別の基準となる職務内容）

主事・主事補

主事

主幹・主任

主 な 職 名

前
年
度号給数別内訳

比率　（Ｂ）／（Ａ）

比率　（Ｂ）／（Ａ）

本
年
度号給数別内訳
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ウ　級別職員数(代表的な職種）

()()()()

()()()()

()()()()

()()()()

()()()()

()()

()()

()()

()()()()

()()()()

()()()()

()()()()

()()()()

()()()()

()()

()()

()()

()()()()

就業規則１級

２級

３級

４級

５級

５級

６級

７級

８級

 
 

  

行政職１級

２級

３級

４級

 
 

  
 

 
 
 
 

 
  

 
 

  
 

 
 

 

 
 

  

計
  

   

4100.0
 

  

計
  

８級

  
  

令和４年１月１日125.0 

現　　 　　在  
  

５級

６級

７級

 
  

250.0

  

125.0

  

  

  
  

計
  

令和５年１月１日125.0 

計
  

4100.0
  

５級
   

 

現　　 　　在  
  

   
 
125.0
  

３級

４級

３級

４級
 
 

  

 
  
 

 

25.0
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1

就業規則１級

２級

 

 

 
 

 
行政職１級

２級
 

 

25.0

区　　　　分

一　　般　　行　　政　　職技　　能　　労　　務　　職

級
職員数構成比

級
職員数構成比

(人）(％） (％）(人）

一般行政職の場合

行政職給料表

１級 一般行政職 技能労務職

２級 職   員   数 （Ａ） （人） 4 4

３級 昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 3 3

４級 ２号給 （人）

５級 ３号給 （人）

６級 ４号給 （人） 3 3

７級 （％） 75.0% 75.0%

８級 職   員   数 （Ａ） （人） 4 4

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 4 4

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人） 4 4

（％） 100.0 100.0

代表的な職種

エ　昇給

合　計区　　　分

係長

課長補佐

課長・副参事

次長・参事

部長・理事

（級別の基準となる職務内容）

主事・主事補

主事

主幹・主任

主 な 職 名

前
年
度 号給数別内訳

比率　（Ｂ）／（Ａ）

比率　（Ｂ）／（Ａ）

本
年
度 号給数別内訳
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オ　期末手当・勤勉手当

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

24.586875
（支 給 率 等）

47.70933.27075国　の　制　度
　45% 加算）

47.709

支　給　率　等 24.586875 33.27075
　退職特例措

備　考

　定年前早期

　退職特例措

２５年勤続

（月分）

　定年前早期

　20% 加算）

　置（3% ～

加算措置等

そ の 他 の

有

の　  　者

（月分）

　置（2% ～

2.30 
4.40 

最高限度

47.709

３５年勤続

47.709

（月分）
区　　　分

２０年勤続
の　  　者 の　  　者

（月分）

前 年 度
1.125 1.175 

国の制度
1.150 1.150 
2.200 2.200

2.250
2.30 

2.150
有

4.40 

備　考
６月(月分)

有

職制上の段階、
職 務 の 級 等
による加算措置

2.200

１２月(月分)

2.200 4.40 

区　　分
支給期別支給率

支給率計

本 年 度
1.150 1.150 2.30 

（令和５年１月１日現在）

3.0

4

国の指定基準に
基づく支給率

支 給 対 象 地 域

3.0

筑　西　市

キ　地域手当

（％）

支給率（％）

支給対象職員（人）

扶養手当

同 住居手当

同

区　　分 国の制度との異同

備考　１　会計年度任用職員以外の給料及び職員手当の状況

　　　２　「ウ　級別職員数」の（　　）内は、短時間勤務職員外書き

通勤手当同

　　　３　「オ　期末手当・勤勉手当」の（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率

ケ　その他の手当

（令和５年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当

の名称

支給対象職員の比率(%)

ク　特殊勤務手当

給料総額に対する比率(%)

区　　　　　　　分全 職 種
代　　表　　的　　な　　職　　種

一般行政職税　務　職福 祉 職技能労務職 看護･保健職
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オ　期末手当・勤勉手当

()()()

()()()

()()()

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

24.586875
（支 給 率 等）

47.709 33.27075 国　の　制　度
　45% 加算）

47.709

支　給　率　等24.58687533.27075
　退職特例措

備　考

　定年前早期

　退職特例措

２５年勤続

（月分）

　定年前早期

　20% 加算）

　置（3% ～

加算措置等

そ の 他 の

有

の　  　者

（月分）

　置（2% ～

2.30 
4.40 

最高限度

47.709

３５年勤続

47.709

（月分）
区　　　分

２０年勤続
の　  　者の　  　者

（月分）

前 年 度
1.125 1.175 

国の制度
1.150 1.150 
2.2002.200

2.250
2.30 

2.150
有

4.40 

備　考
６月(月分)

有

職制上の段階、
職 務 の 級 等
による加算措置

2.200

１２月(月分)

2.2004.40 

区　　分
支給期別支給率

支給率計

本 年 度
1.150 1.150 2.30 

（令和５年１月１日現在）

3.0

4

国の指 定基準に
基 づ く 支 給 率

支 給 対 象 地 域

3.0

筑　西　市

キ　地域手当

（％）

支 給 率 （％）

支 給 対 象 職 員 （人）

扶養手当

同住居手当

同

区　　分  国の制度との異同

備考　１　会計年度任用職員以外の給料及び職員手当の状況

　　　２　「ウ　級別職員数」の（　　）内は、短時間勤務職員外書き

通勤手当 同

　　　３　「オ　期末手当・勤勉手当」の（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率

ケ　その他の手当

（令和５年１月１日現在）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当

の 名 称

支給対象職員の比率 (%)

ク　特殊勤務手当

給料総額に対する比率(%)

区　　　　　　　分 全 職 種
代　　表　　的　　な　　職　　種

一般行政職 税　務　職 福 祉 職 技能労務職看護･保健職
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